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 風速40m/sの考え方について、従来は、送電用支持物設計標準（JEC-127-
1965）における「10分間最大平均風速」を技術基準の解釈で引用してきたが、令和2
年5月の技術基準等の見直しにより、技術基準及び解釈・解説で明確化。
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1-２．技術基準等の改正（①10分間平均風速の明確化）

技術基準省令 技術基準解釈 技術基準解釈の解説

１０分間
平均風速

●架空電線路・・・は、そ
の支持物が支持する電
線等による引張荷重、
十分間平均で風速四
十メートル毎秒の風圧
荷重・・・（第32条）

●架空電線路の強度検討に用いる荷
重は、次の各号によること。なお、
風速は、気象庁が「地上気象観測
指針」において定める10分間平均
風速とする。

（第58条）

●本条は、架空電線路の強度検討に用いる
荷重について示している。風速については、
気象官署において長年のデータ蓄積がな
されていること、瞬間風速に比べてデータ
の変動幅が小さく風速分布を評価しやす
いこと、強風時での風向・風速の変動が大
きくなく、鉄塔自身や電線の揺れの影響を
評価しやすいことなどから気象庁の地上
気象観測統計にもとづく年最大10分間平

均風速を用いることが妥当である。
IEC60826（2017）、EN50341-1（2012）、建築
基準法告示（平成12年建設省告示第1454

号）においても鉄塔あるいは構造物に対す
る基準風速として10分間平均風速が用い
られている。
（第58条）

＜技術基準、関連規程の見直し＞





技術基準省令 技術基準解釈 技術基準解釈の解説

木柱 ―

●架空電線路の支持物として使用する木柱は、
次の各号に適合するものであること。
一 わん曲に対する破壊強度を59-1表に規

定する値とし、電線路に直角な方向に作用
する風圧荷重に、安全率2.0を乗じた荷重
に耐える強度を有すること。（第59条）

●木柱の安全率については、令和元年台
風15号の木柱の被害状況を踏まえ、R2

基準で、鉄筋コンクリート柱に関する日
本産業規格 JIS A 5373（2016）で必要と
される安全率2.0と同じ水準にしたもの
である。

（第59条）

連鎖
倒壊
防止

●架空電線路の支持物
は・・・連鎖的に倒壊
のおそれがないように
施設しなければならな
い。

（第32条）

●低圧又は高圧架空電線路の支持物で直線
路が連続している箇所において、連鎖的に倒
壊するおそれがある場合は、必要に応じ、16

基以下ごとに、支線を電線路に平行な方向
にその両側に設け、また、5基以下ごとに支

線を電線路と直角の方向にその両側に設け
ること。ただし、技術上困難であるときは、こ

の限りでない。
（第70条）

●第3項は、風圧荷重、地震荷重のほか、

台風等による樹木等の倒壊、トタン、看
板等の飛来による外力により、低圧又
は高圧架空電線路の支持物の連鎖的
倒壊を防止するための支線の施設箇
所を示している。なお、支線を設置する
間隔については現行の運用では事業
者によりばらつきがあったため、最も安
全側にとっている間隔をとることとする。
また、技術上困難であるとして、解釈に
定める方法をとり得ない場合は、技術
基準を満足するよう適切な措置を講じ
ること。 （第70条） 5

1-4．技術基準等の改正（③木柱の基準引き上げ④連鎖倒壊防止）

 木柱の安全率については、従来の技術基準の解釈では、使用電圧に応じて安全率を定
めていたところ、技術基準等の見直しで、使用電圧にかかわらず、安全率2.0に定め直す。

 また、連鎖倒壊防止については、配電規程を参考にするとともに、同様の規程がある特別
高圧架空電線路（鉄塔等）との整合性をとった。
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【参考】令和元年台風15 号における鉄塔及び電柱の損壊事故調査検討
ワーキンググループ＜中間報告書＞抜粋

本WG の議論を踏まえ、現行の技術基準について、以下の３点を規定する形で見直しを検討する。

① 現行の基準風速40m/s を維持するとともに、40m/s について「10 分間平均」を明確化

② 地域の実情を踏まえた基準風速を適用すること

③ 特殊箇所を考慮すること（JEAC6001(JESC E0008)「架空送電規程」に記載の従来の
３類型に加え、今回の類型を追加）

※①を基本としつつ、②③を考慮した風圧荷重が①を超える場合はそちらを適用。

更に、鉄塔周辺の風況・風向等について、より精緻に把握するためのセンサーの設置や様々な気象
データの収集等について検討する。

（６）センサー等による風況・風向の把握について

今回の鉄塔の倒壊事故や近年の自然災害の頻発化・激甚化を踏まえ、鉄塔周辺の風況・風向等
の気象状況に関するをより精緻に把握することが重要である。そのために、既存の気象情報の活用に
加えて、鉄塔への計測機器の設置等による高度な気象情報の収集・解析が必要と考えられる。特に
今後、特殊箇所の分析を行うにあたり、センサー等により鉄塔周辺の風速、風向き、風の分布等の
観測を行い、局地風対策設計のための基礎資料を整備することは重要となってくる。
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電柱の技術基準の見直しについては、損壊原因のさらなる究明、鉄塔に関する技術基準
の方向性等を踏まえ、対応する。

また、損壊原因の大半は二次被害によるものと考えられるため、二次被害対策を強力に
進める。

1. 電力会社と自治体・自衛隊との連携を通じた倒木処理・伐採の迅速化、自治体
と連携した事前伐採の推進

2. 飛来物の飛散防止に関する注意喚起の徹底

3. 無電柱化の推進




